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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軸体と、前記軸体の外周に形成された非発泡の弾性体層と、を備え、
　前記弾性体層が、下記の（ａ）～（ｄ）を含有するシリコーンゴム組成物の架橋体から
なり、
　前記弾性体層における下記（ｄ）の二次粒子径が、１００～５００ｎｍの範囲内であり
、
　下記（ｄ）が、表面にジメチルシリル基またはトリメチルシリル基を有することを特徴
とする電子写真機器用導電性ロール。
（ａ）オルガノポリシロキサン
（ｂ）架橋剤
（ｃ）シリコーン樹脂以外の樹脂で架橋触媒を内包する樹脂微粒子からなるマイクロカプ
セル型触媒
（ｄ）ＢＥＴ比表面積７０～３５０ｍ２／ｇのシリカ
【請求項２】
　前記（ｃ）の樹脂が、熱硬化性樹脂であることを特徴とする請求項１に記載の電子写真
機器用導電性ロール。
【請求項３】
　前記（ｃ）の樹脂が、ポリビニルブチラール樹脂、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、不飽
和ポリエステル樹脂の少なくとも１種であることを特徴とする請求項１または２に記載の
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電子写真機器用導電性ロール。
【請求項４】
　前記（ｄ）の含有量が、前記（ａ）１００質量部に対し、３．０～３５質量部の範囲内
であることを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の電子写真機器用導電性ロ
ール。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれか１項に記載の電子写真機器用導電性ロールの製造方法であっ
て、
　前記シリコーンゴム組成物の架橋体を成形する成形温度が８０～１３０℃の範囲内であ
り、成形時間が５～１００秒の範囲内であることを特徴とする電子写真機器用導電性ロー
ルの製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真方式を採用する複写機、プリンター、ファクシミリなどの電子写真
機器において好適に用いられる電子写真機器用導電性ロールおよび電子写真機器用導電性
ロールの製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式を採用する複写機、プリンター、ファクシミリなどの電子写真機器では、
帯電ロール、現像ロール、転写ロール、トナー供給ロールなどの導電性ロールが用いられ
ている。電子写真機器の導電性ロールは、軸体の外周に導電性の弾性体層を有する。弾性
体層のベース材料として、シリコーンゴムが用いられることがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開２０１７／０９４７０３
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　導電性ロールの弾性体層の端部の外径が中央部の外径よりも大きいと、端部において導
電性ロールが接触する相手部材とのタック性が高くなり、ビビリ振動が発生する。これに
より、画像の濃度ムラが発生するおそれがある。弾性体層の端部の外径が大きくならない
ようにするには、例えば、弾性体層の成形温度を下げて、硬化時の材料温度と使用時の温
度の乖離を小さくし、材料の熱収縮量を小さくすることが必要である。
【０００５】
　例えば特許文献１には、シリコーンゴムのエマルション発泡において低温成形を行う技
術であるが、シリコーンゴムの架橋触媒として、架橋触媒を内包する樹脂微粒子からなる
マイクロカプセル型触媒を用いることが記載されている。これにより、水が蒸発しない沸
点以下に成形温度を設定することができる。
【０００６】
　上記マイクロカプセル型触媒の架橋触媒を覆っている樹脂は、使用前の貯蔵時において
架橋触媒がシリコーンゴムに拡散しないように、シリコーンゴムとの相溶性が低いものを
用いることがよいとしている。そうすると、シリコーンゴム組成物において、マイクロカ
プセル型触媒の分散性が低くなり、硬化後の硬度にばらつきが生じるおそれがある。
【０００７】
　本発明が解決しようとする課題は、製品端部の膨れおよび製品硬度のばらつきが抑えら
れるとともに、硬化前の材料の流動性と貯蔵安定性に優れる電子写真機器用導電性ロール
および電子写真機器用導電性ロールの製造方法を提供することにある。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するため本発明に係る電子写真機器用導電性ロールは、軸体と、前記軸
体の外周に形成された非発泡の弾性体層と、を備え、前記弾性体層が、下記の（ａ）～（
ｄ）を含有するシリコーンゴム組成物の架橋体からなり、前記弾性体層における下記（ｄ
）の二次粒子径が、１００～５００ｎｍの範囲内であることを特徴とする電子写真機器用
導電性ロール。
（ａ）オルガノポリシロキサン
（ｂ）架橋剤
（ｃ）シリコーン樹脂以外の樹脂で架橋触媒を内包する樹脂微粒子からなるマイクロカプ
セル型触媒
（ｄ）ＢＥＴ比表面積７０～３５０ｍ２／ｇのシリカ
【０００９】
　前記（ｃ）の樹脂は、熱硬化性樹脂であることが好ましい。前記（ｃ）の樹脂は、ポリ
ビニルブチラール樹脂、エポキシ樹脂、アクリル樹脂の少なくとも１種であることが好ま
しい。前記（ｄ）は、表面にジメチルシリル基またはトリメチルシリル基を有することが
好ましい。前記（ｄ）の含有量は、前記（ａ）１００質量部に対し、３．０～３５質量部
の範囲内であることが好ましい。
【００１０】
　そして、本発明に係る電子写真機器用導電性ロールの製造方法は、前記シリコーンゴム
組成物の架橋体を成形する成形温度が８０～１３０℃の範囲内であり、成形時間が５～１
００秒の範囲内であることを要旨とするものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る電子写真機器用導電性ロールによれば、弾性体層が上記の（ａ）～（ｄ）
を含有するシリコーンゴム組成物の架橋体からなり、上記（ａ）～（ｄ）を含有するシリ
コーンゴム組成物において、（ｄ）が特定のＢＥＴ比表面積を有し、弾性体層において（
ｄ）が特定の二次粒子径であることから、製品端部の膨れおよび製品硬度のばらつきが抑
えられるとともに、硬化前の材料の流動性と貯蔵安定性に優れる。
【００１２】
　そして、上記（ｃ）の樹脂が熱硬化性樹脂であると、（ｃ）の樹脂による弾性体層の圧
縮永久歪の低下が抑えられ、耐ヘタリ性が向上する。そして、上記（ｃ）の樹脂が、ポリ
ビニルブチラール樹脂、エポキシ樹脂、アクリル樹脂の少なくとも１種であると、硬化前
の材料の貯蔵安定性に特に優れる。そして、上記（ｄ）が表面にジメチルシリル基または
トリメチルシリル基を有すると、シリコーンゴムと上記（ｄ）の相溶性が向上し、シリコ
ーンゴム組成物においてマイクロカプセル型触媒の分散性が向上するため、製品硬度のば
らつきがより抑えられる。そして、上記（ｄ）の含有量が特定範囲であると、製品硬度の
ばらつきを抑える効果と硬化前の材料の流動性に優れる効果のバランスに優れる。
【００１３】
　そして、本発明に係る電子写真機器用導電性ロールの製造方法によれば、上記シリコー
ンゴム組成物の架橋体を成形する成形温度が８０～１３０℃の範囲内であり、成形時間が
５～１００秒の範囲内であることから、製品端部の膨れおよび製品硬度のばらつきが抑え
られるとともに、硬化前の材料の流動性と貯蔵安定性に優れる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の一実施形態に係る電子写真機器用導電性ロールの外観模式図（ａ）と、
そのＡ－Ａ線断面図（ｂ）である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明に係る電子写真機器用導電性ロール（以下、単に導電性ロールということがある
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。）について詳細に説明する。
【００１６】
　導電性ロール１０は、軸体１２と、軸体１２の外周に形成された弾性体層１４と、を備
える。弾性体層１４は、導電性ロール１０のベースとなる層（基層）である。弾性体層１
４は、非発泡の弾性体（充実弾性体）からなる。導電性ロール１０は、電子写真方式を採
用する複写機、プリンター、ファクシミリなどの電子写真機器の、帯電ロール、現像ロー
ル、転写ロール、トナー供給ロールなどの導電性ロールとして好適に用いることができる
。
【００１７】
　弾性体層１４は、下記の（ａ）～（ｄ）を含有するシリコーンゴム組成物の架橋体から
なる。弾性体層１４における下記（ｄ）の二次粒子径は、１００～５００ｎｍの範囲内で
ある。
（ａ）オルガノポリシロキサン
（ｂ）架橋剤
（ｃ）シリコーン樹脂以外の樹脂で架橋触媒を内包する樹脂微粒子からなるマイクロカプ
セル型触媒
（ｄ）ＢＥＴ比表面積７０～３５０ｍ２／ｇのシリカ
【００１８】
　（ａ）オルガノポリシロキサンは、（ｂ）架橋剤により架橋される官能基を1分子中に
少なくとも２個有するオルガノポリシロキサンである。官能基含有オルガノポリシロキサ
ンとしては、アルケニル基含有オルガノポリシロキサン、水酸基含有オルガノポリシロキ
サン、（メタ）アクリル基含有オルガノポリシロキサン、イソシアネート含有オルガノポ
リシロキサン、アミノ基含有オルガノポリシロキサン、エポキシ基含有オルガノポリシロ
キサンなどが挙げられる。これらのうちでは、アルケニル基含有オルガノポリシロキサン
が好ましい。アルケニル基含有オルガノポリシロキサンは、例えば付加硬化型のシリコー
ンゴム組成物の主原料として用いられる。アルケニル基含有オルガノポリシロキサンは、
ヒドロシリル架橋剤との付加反応で、ヒドロシリル架橋剤により架橋される。アルケニル
基としては、ビニル基、アリル基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル基などが挙げ
られる。
【００１９】
　オルガノポリシロキサンは、上記官能基に加えて、有機基を有する。有機基は、１価の
置換または非置換の炭化水素基である。非置換の炭化水素基としては、メチル基、エチル
基、プロピル基、ブチル基、ヘキシル基、ドデシル基などのアルキル基、フェニル基など
のアリール基、β－フェニルエチル基、β－フェニルプロピル基などのアラルキル基など
が挙げられる。置換の炭化水素基としては、クロロメチル基、３,３,３－トリフルオロプ
ロピル基などが挙げられる。オルガノポリシロキサンとしては、一般的には、有機基とし
てメチル基を有するものが、合成のしやすさ等から多用される。オルガノポリシロキサン
は、直鎖状のものが好ましいが、分岐状もしくは環状のものであっても良い。
【００２０】
　（ｂ）架橋剤は、（ａ）オルガノポリシロキサンを架橋する架橋剤である。（ｂ）架橋
剤としては、ヒドロシリル架橋剤、過酸化物架橋剤などが挙げられる。これらのうちでは
、ヒドロシリル架橋剤が好ましい。
【００２１】
　ヒドロシリル架橋剤は、付加硬化型のシリコーンゴム組成物の架橋剤として用いられる
。ヒドロシリル架橋剤は、その分子構造中にヒドロシリル基（ＳｉＨ基）を有する。ヒド
ロシリル架橋剤は、ヒドロシリル基含有オルガノポリシロキサン（オルガノハイドロジェ
ンポリシロキサン）である。分子構造中におけるヒドロシリル基の数としては、特に限定
されるものではないが、硬化速度に優れる、安定性に優れるなどの観点から、２～５０の
範囲内であることが好ましい。分子構造中にヒドロシリル基を２以上有する場合には、ヒ
ドロシリル基は異なるＳｉに存在することが好ましい。ポリシロキサンは、鎖状のもので
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も良いし、環状のものでも良い。ヒドロシリル基含有オルガノポリシロキサンは、１分子
中に少なくとも２個のヒドロシリル基を有することが好ましい。ヒドロシリル架橋剤は、
取り扱い性に優れるなどの観点から、数平均分子量２００～３００００の範囲内であるこ
とが好ましい。
【００２２】
　ヒドロシリル基含有オルガノポリシロキサン（オルガノハイドロジェンポリシロキサン
）は、具体的には、両末端トリメチルシロキシ基封鎖メチルハイドロジェンポリシロキサ
ン、両末端トリメチルシロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メチルハイドロジェンシロキ
サン共重合体、両末端ジメチルハイドロジェンシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサン、
両末端ジメチルハイドロジェンシロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メチルハイドロジェ
ンシロキサン共重合体、両末端トリメチルシロキシ基封鎖メチルハイドロジェンシロキサ
ン・ジフェニルシロキサン共重合体、両末端トリメチルシロキシ基封鎖メチルハイドロジ
ェンシロキサン・ジフェニルシロキサン・ジメチルシロキサン共重合体、（ＣＨ３）２Ｈ
ＳｉＯ１／２単位とＳｉＯ４／２単位とから成る共重合体、（ＣＨ３）２ＨＳｉＯ１／２
単位とＳｉＯ４／２単位と（Ｃ６Ｈ５）ＳｉＯ３／２単位とから成る共重合体などが挙げ
られる。
【００２３】
　ヒドロシリル架橋剤の配合量は、特に限定されるものではないが、通常、アルケニル基
含有オルガノポリシロキサン１００質量部に対して０．１～４０質量部の範囲とされる。
【００２４】
　有機過酸化物としては、ベンゾイルペルオキシド、２,４－ジクロロベンゾイルペルオ
キシド、ｐ－メチルベンゾイルパーオキサイド、ｏ－メチルベンゾイルパーオキサイド、
ジクミルペルオキシド、クミル－ｔ－ブチルペルオキシド、２,５－ジメチル－２,５－ジ
－ｔ－ブチルペルオキシヘキサン、ジ－ｔ－ブチルペルオキシドなどが挙げられる。これ
らのうちでは、特に低い圧縮永久歪を与えることから、ジクミルペルオキシド、クミル－
ｔ－ブチルペルオキシド、２,５－ジメチル－２,５－ジ－ｔ－ブチルペルオキシヘキサン
、ジ－ｔ－ブチルペルオキシドが好ましい。
【００２５】
　有機過酸化物の添加量は、特に限定されるものではないが、通常、アルケニル基含有オ
ルガノポリシロキサン１００質量部に対して０．１～１０質量部の範囲とされる。
【００２６】
　（ｃ）の架橋触媒は、（ｂ）架橋剤による（ａ）オルガノポリシロキサンの架橋反応を
促進する触媒である。（ｃ）の架橋触媒としては、ヒドロシリル化触媒としての白金触媒
、ルテニウム触媒、ロジウム触媒などが挙げられる。白金触媒としては、微粒子状白金、
白金黒、白金担持活性炭、白金担持シリカ、塩化白金酸、塩化白金酸のアルコール溶液、
白金のオレフィン錯体、白金のアルケニルシロキサン錯体などが挙げられる。これらは、
単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００２７】
　（ｃ）の架橋触媒は、樹脂を用いてマイクロカプセル化されている。マイクロカプセル
型触媒（マイクロカプセル化触媒）は、架橋触媒を内包する樹脂微粒子からなる。架橋触
媒を内包する樹脂微粒子は、少なくとも室温において固体であり、平均粒子径が３０μｍ
以下である。平均粒子径は、レーザー顕微鏡により測定される。架橋触媒を内包する樹脂
微粒子の平均粒子径は、架橋触媒の分散性を高めるなどの観点から、１０μｍ以下である
ことが好ましい。より好ましくは７．０μｍ以下である。また、作製時の微粒子回収率を
高めるなどの観点から、０．１μｍ以上であることが好ましい。より好ましくは２．０μ
ｍ以上である。
【００２８】
　マイクロカプセル型触媒の樹脂（被覆樹脂）は、シリコーン樹脂以外の樹脂からなる。
これは、使用前の保存時（貯蔵時）に、シリコーンゴム組成物において、マイクロカプセ
ル型触媒の樹脂が膨潤し、内包する架橋触媒がシリコーンゴム組成物内に拡散して、（ａ
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）オルガノポリシロキサンの架橋反応が進行するのを抑えるためである。また、このよう
な観点から、マイクロカプセル型触媒の樹脂は、（ａ）オルガノポリシロキサンと相溶性
の低い樹脂を用いることが好ましい。具体的には、（ａ）オルガノポリシロキサンの溶解
度パラメータを大きく外れる溶解度パラメータであることが好ましい。マイクロカプセル
型触媒の樹脂の溶解度パラメータ（ＳＰ値）は、７．９以上であることが好ましい。より
好ましくは８．３以上、さらに好ましくは９．０以上である。一方、マイクロカプセル型
触媒の樹脂の溶解度パラメータの上限値は特に限定されるものではなく、例えば２０以下
などであればよい。溶解度パラメータは、Ｓｍａｌｌの計算法により分子構造から算出す
ることができる。
【００２９】
　マイクロカプセル型触媒の樹脂は、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂のいずれであってもよ
い。マイクロカプセル型触媒の樹脂は、架橋されることにより圧縮永久歪の低下を抑えら
れるなどの観点から、熱硬化性樹脂がより好ましい。
【００３０】
　マイクロカプセル型触媒の樹脂は、特に限定されるものではないが、ガラス転移温度（
Ｔｇ）４０～１４５℃であることが好ましい。熱硬化性樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は
、熱硬化前の値である。ガラス転移温度１４５℃以下とし、加熱温度と樹脂の溶融温度に
差を設けることで、加熱時（反応時）における樹脂の溶融開始時間を早め、架橋触媒の拡
散量増加による架橋反応性の向上を図ることができる。この場合、ガラス転移温度１００
℃以下、あるいは８５℃以下とすると、例えば１２０℃や１００℃の低温架橋反応におい
ても樹脂の溶融開始時間を早くして架橋触媒の拡散量増加による架橋反応性の向上を図る
ことができるため、低温での架橋反応性にも優れる。ただし、樹脂が室温で軟化溶融し、
貯蔵安定性を損なわないために、ガラス転移温度４０℃以上とすることが好ましい。より
好ましくはガラス転移温度４５℃以上、あるいは５０℃以上である。ガラス転移温度は、
ＤＳＣ（示差走査熱量測定）により測定することができる。
【００３１】
　マイクロカプセル型触媒の樹脂は、特に限定されるものではないが、熱伝導率０．１６
Ｗ／ｍ・Ｋ以上とすることが好ましい。（ａ）オルガノポリシロキサンの熱伝導率よりも
高くすることで、加熱時（反応時）における樹脂の溶融速度を速くして、架橋触媒の拡散
性向上による架橋反応性の向上を図ることができる。熱伝導率０．１７Ｗ／ｍ・Ｋ以上、
さらには０．２０Ｗ／ｍ・Ｋ以上とすることで、架橋反応性を格段に向上することができ
る。熱伝導率は、ＡＳＴＭ　Ｃ１７７に準拠して測定することができる。
【００３２】
　マイクロカプセル型触媒の樹脂としては、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、ポリビニルブ
チラール樹脂、スチレン系重合体、ポリカーボネート樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、ア
ルキド樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、塩化ビニル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリエー
テルスルホン樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、フェノール樹
脂、ジアリルフタレート樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、水添テルペン樹脂などが挙げ
られる。これらは、マイクロカプセル型触媒の樹脂として１種単独で用いてもよいし、２
種以上組み合わせて用いてもよい。熱硬化性樹脂としては、ポリビニルブチラール樹脂、
エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、フェノール樹脂、レゾール樹脂、アルキド樹脂
、ユリア樹脂、メラミン樹脂、ポリウレタン樹脂、ジアリルフタレート樹脂、アクリル樹
脂などが挙げられる。マイクロカプセル型触媒の樹脂としては、架橋触媒の反応性を阻害
しないなどの観点から、樹脂組成中にアミンやアミドなどの窒素化合物、リン、硫黄など
の化合物を含まないことがより好ましい。各樹脂は、同種の材料内でそれぞれ溶解度パラ
メータやガラス転移温度の異なるものを含むことから、マイクロカプセル型触媒の樹脂と
して各樹脂のいずれか１種を単独で用いる場合でも、物性値の異なる材料を組み合わせて
所定の物性値に調整することができる。また、マイクロカプセル型触媒の樹脂として上記
樹脂のうちの２種以上を組み合わせて用いる場合でも、物性値の異なる材料を組み合わせ
て所定の物性値に調整することができる。これらのうちでは、エポキシ樹脂、アクリル樹
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脂、ポリビニルブチラール樹脂、不飽和ポリエステル樹脂がより好ましい。これらの樹脂
は、比較的、（ａ）オルガノポリシロキサンと相溶性の低い樹脂であり、硬化前の材料の
貯蔵安定性に特に優れる。
【００３３】
　アクリル樹脂には、アクリレートをモノマーとして含むポリマーとメタクリレートをモ
ノマーとして含むポリマーの両方が含まれる。また、アクリレートおよびメタクリレート
をモノマーとして含むポリマーも含まれる。これらのうちでは、常温で固体状態を維持で
きるなどの観点から、アクリレートおよびメタクリレートをモノマーとして含むポリマー
、メタクリレートのみをモノマーとして含むポリマーがより好ましい。アクリル樹脂は、
単一のモノマーから合成される単重合体であってもよいし、２種以上のモノマーから合成
される共重合体であってもよい。アクリル樹脂としては、ガラス転移温度を１００℃以下
あるいは８５℃以下の低温に調整しやすいなどの観点から、共重合体であることが好まし
い。アクリル樹脂のうちでは、ガラス転移温度を８５℃以下の低温にすることができるな
どの観点から、エチルメタクリレートとメチルメタクリレートの共重合体が特に好ましい
。
【００３４】
　アクリルモノマー、メタクリルモノマーとしては、アルキル（メタ）アクリレート、シ
クロアルキル（メタ）アクリレート、ハロゲン化アルキル（メタ）アクリレート、水酸基
を有する（メタ）アクリレート、アルコキシアルキル（メタ）アクリレート、フェノキシ
アルキル（メタ）アクリレート、アルコキシアルキレングリコール（メタ）アクリレート
などが挙げられる。具体的には、メチル（メタ）アクリレート・エチル（メタ）アクリレ
ート・プロピル（メタ）アクリレート・ブチル（メタ）アクリレート・イソアミル（メタ
）アクリレート・２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート・ラウリル（メタ）アクリレ
ート・ステアリル（メタ）アクリレート等のアルキル（メタ）アクリレート、シクロヘキ
シル（メタ）アクリレート等のシクロアルキル（メタ）アクリレート、クロロエチル（メ
タ）アクリレート・クロロプロピル（メタ）アクリレート等のハロゲン化アルキル（メタ
）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート・２－ヒドロキシプロピル
（メタ）アクリレート・２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート・３－クロロ－２－
ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート・β－ヒドロキシ－β’－（メタ）アクリロイ
ルオキシエチルフタレート等の水酸基を有する（メタ）アクリレート、メトキシエチル（
メタ）アクリレート・エトキシエチル（メタ）アクリレート・ブトキシエチル（メタ）ア
クリレート等のアルコキシアルキル（メタ）アクリレート、フェノキシエチルアクリレー
ト・ノニルフェノキシエチル（メタ）アクリレート等のフェノキシアルキル（メタ）アク
リレート、エトキシジエチレングリコール（メタ）アクリレート・メトキシトリエチレン
グリコール（メタ）アクリレート・メトキシジプロピレングレコール（メタ）アクリレー
ト等のアルコキシアルキレングリコール（メタ）アクリレート、２、２－ジメチルアミノ
エチル（メタ）アクリレート・２，２－ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート・２
－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート・３－クロロ－２－ヒドロキシプロピル（メタ
）アクリレート等を挙げることができる。
【００３５】
　また、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレートなどのアルキルジオールジ（メ
タ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレートなどのポリエチレング
リコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレートなど
のポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メ
タ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリト
ールテトラ（メタ）アクリレート、グリセロールトリ（メタ）アクリレート、エチレング
リコールジグリシジルエーテルに不飽和カルボン酸や不飽和アルコール等のエチレン性不
飽和結合と活性水素を持つ化合物を付加反応させて得られる多価（メタ）アクリレート、
グリシジル（メタ）アクリレート等の不飽和エポキシ化合物とカルボン酸やアミンのよう
な活性水素を有する化合物を付加反応させて得られる多価（メタ）アクリレート、メチレ
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ンビス（メタ）アクリルアミド等の多価（メタ）アクリルアミド、ジビニルベンゼン等の
多価ビニル化合物等を挙げることができる。
【００３６】
　スチレン系重合体は、単一のモノマーから合成される単重合体であってもよいし、２種
以上のモノマーから合成される共重合体であってもよい。スチレン系重合体としては、共
重合体であることが好ましい。スチレン系重合体としては、スチレン－無水マレイン酸共
重合体（ＳＭＡ）、スチレン－ブタジエン共重合体（ＳＢＳ）、スチレン－イソプレン共
重合体（ＳＩＳ）、水添スチレン－ブタジエン共重合体（ＳＥＢＳ）、水添スチレン－イ
ソプレン共重合体（ＳＥＰＳ）、スチレン－アクリロニトリル共重体（ＳＡＮ）、アクリ
ロニトリル－ブタジエン－スチレン共重体（ＡＢＳ）などが挙げられる。
【００３７】
　マイクロカプセル型触媒は、従来公知の方法で製造することができる。生産性、球状度
などの観点から、懸濁重合法、乳化重合法、スプレードライヤー法、液中乾燥法などが好
ましい。
【００３８】
　懸濁重合法や乳化重合法により製造する場合、架橋触媒を固体状の芯物質とし、これを
溶解しない有機溶媒中に分散させ、この分散液中でモノマーを懸濁重合法や乳化重合法な
どの重合法により重合させることにより、芯物質の表面を重合体が被覆する。これにより
、架橋触媒が樹脂微粒子に内包されてなるマイクロカプセル型触媒が得られる。
【００３９】
　液中乾燥法により製造する場合、架橋触媒、カプセル化する樹脂を水に不溶の有機溶剤
に溶解させ、この溶液を界面活性剤の水溶液へ滴下しエマルジョンを作製する。その後、
減圧し有機溶剤を除去した後、ろ過によりカプセル化触媒を得る。
【００４０】
　マイクロカプセル型触媒における架橋触媒の金属原子含有量は、十分に樹脂に覆われて
優れた貯蔵安定性を確保できる観点から、５質量％以下であることが好ましい。より好ま
しくは２質量％以下である。また、優れた触媒活性を確保する観点から、０．０１質量％
以上であることが好ましい。より好ましくは０．１質量％以上である。
【００４１】
　シリコーンゴム組成物におけるマイクロカプセル型触媒の含有量は、マイクロカプセル
型触媒における架橋触媒の含有量にもよるが、マイクロカプセル型触媒における架橋触媒
の含有量が上記の所定範囲内である場合には、（ａ）オルガノポリシロキサン１００質量
部に対して０．０１～５．０質量部の範囲内とすることができる。また、架橋触媒が金属
触媒である場合には、金属量に換算して、通常、（ａ）オルガノポリシロキサン１００質
量部に対して１ｐｐｍ～１．０質量部の範囲とされる。
【００４２】
　（ｄ）のシリカとしては、ＢＥＴ比表面積７０～３５０ｍ２／ｇのシリカを用いる。用
いるシリカのＢＥＴ比表面積が７０ｍ２／ｇ未満で表面積が小さすぎると、（ｃ）マイク
ロカプセル型触媒との相互作用が小さく、（ｃ）マイクロカプセル型触媒の分散性が低下
する。これにより、弾性体層１４の硬度ばらつきが生じる。また、用いるシリカのＢＥＴ
比表面積が３５０ｍ２／ｇ超で表面積が大きすぎると、硬化前の材料の流動性が低下する
。また、弾性体層１４の硬度ばらつきを抑える効果により優れるなどの観点から、用いる
シリカのＢＥＴ比表面積は、より好ましくは９０ｍ２／ｇ以上、特に好ましくは１３０ｍ
２／ｇ以上である。また、硬化前の材料の流動性により優れるなどの観点から、より好ま
しくは３００ｍ２／ｇ以下である。
【００４３】
　（ｄ）のシリカの一次粒子径は、７．０～２０ｎｍの範囲内であることが好ましい。よ
り好ましくは７．０～１６ｎｍの範囲内である。シリカの一次粒子径は、レーザー顕微鏡
により測定することができる。
【００４４】
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　（ｄ）のシリカの含有量は、（ａ）オルガノポリシロキサン１００質量部に対し、３．
０～３５質量部の範囲内であることが好ましい。より好ましくは５．０～３０質量部の範
囲内である。（ｄ）のシリカの含有量が（ａ）オルガノポリシロキサン１００質量部に対
し、３．０質量部以上であると、弾性体層１４の硬度ばらつきが抑えられやすい。（ｄ）
のシリカの含有量が（ａ）オルガノポリシロキサン１００質量部に対し、３５質量部以下
であると、硬化前の材料の流動性の低下が抑えられやすい。
【００４５】
　（ｄ）のシリカは、表面処理剤によって表面処理されたものであってもよいし、表面処
理されていないものであってもよい。表面処理剤としては、シリル化剤、ジメチルポリシ
ロキサンなどが挙げられる。例えば所定のシリル化剤によって表面処理されると、（ｄ）
のシリカは、表面にジメチルシリル基やトリメチルシリル基などの疎水基などを有するこ
とができる。（ｄ）のシリカは、表面にジメチルシリル基やトリメチルシリル基などの疎
水基を有すると、（ａ）オルガノポリシロキサンとの相溶性が向上し、（ｄ）のシリカを
介して（ｃ）マイクロカプセル型触媒の分散性が向上する。これにより、弾性体層１４の
硬度ばらつきがより抑えられる。
【００４６】
　シリコーンゴム組成物は、必要に応じて、本発明を阻害しない範囲内で、シリコーンゴ
ムに添加され得る添加剤を添加することができる。添加剤としては、補強材、導電剤、充
填剤、架橋促進剤、架橋遅延剤、架橋助剤、スコーチ防止剤、老化防止剤、軟化剤、可塑
剤、滑剤、熱安定剤、難燃剤、難燃助剤、紫外線吸収剤、防錆剤などが挙げられる。導電
剤としては、電子導電剤（カーボンブラック、グラファイト、ｃ－ＴｉＯ２、ｃ－ＺｎＯ
、ｃ－ＳｎＯ２（ｃ－は、導電性を意味する。））、イオン導電剤（第四級アンモニウム
塩、第四級ホスホニウム塩、ホウ酸塩、界面活性剤など）などの従来より公知の導電剤が
挙げられる。
【００４７】
　弾性体層１４は、例えば、次のようにして作製することができる。まず、軸体１２をロ
ール成形金型の中空部に同軸的に設置し、未架橋の導電性のシリコーンゴム組成物を注入
して、加熱・硬化（架橋）させた後、脱型するか、あるいは、軸体１２の表面に未架橋の
導電性のシリコーンゴム組成物を押出成形するなどにより、軸体１２の外周に弾性体層１
４を形成することができる。
【００４８】
　弾性体層１４の作製において、シリコーンゴム組成物の架橋体を成形する成形温度は、
８０～１３０℃の範囲内であることが好ましい。また、成形時間は、５～１００秒の範囲
内であることが好ましい。このような低温成形により、製品端部の膨れが抑えられる。本
発明では、シリコーンゴム組成物の架橋触媒が上記マイクロカプセル型触媒であるため、
このような低温成形をこのような短時間で行うことができる。
【００４９】
　弾性体層１４において、上記（ｄ）の二次粒子径は、１００～５００ｎｍの範囲内であ
る。好ましくは１５０～４００ｎｍの範囲内である。（ｄ）の二次粒子径が１００ｎｍ未
満であると、材料の流動性が低下する。一方、（ｄ）の二次粒子径が５００ｎｍ超である
と、製品の硬度ばらつきが発生する。弾性体層１４における（ｄ）の二次粒子径の大きさ
は、一次粒子径の大きさ、含有量、分散条件などにより調整することができる。弾性体層
１４における（ｄ）の二次粒子径は、弾性体層１４の断面観察により測定することができ
る。具体的には、透過型電子顕微鏡により測定することができる。
【００５０】
　弾性体層１４は、所定の体積抵抗率に調整することができる。弾性体層１４の体積抵抗
率は、用途などに応じて１０２～１０１０Ω・ｃｍの範囲などに適宜設定すればよい。
【００５１】
　弾性体層１４の厚みは、特に限定されるものではなく、用途などに応じて０．１～１０
ｍｍの範囲内などで適宜設定すればよい。
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【００５２】
　軸体１２は、導電性を有するものであれば特に限定されない。具体的には、鉄、ステン
レス、アルミニウムなどの金属製の中実体、中空体からなる芯金などを例示することがで
きる。軸体１２の表面には、必要に応じて、接着剤、プライマーなどを塗布しても良い。
つまり、弾性体層１４は、接着剤層（プライマー層）を介して軸体１２に接着されていて
もよい。接着剤、プライマーなどには、必要に応じて導電化を行なっても良い。
【００５３】
　以上の構成の導電性ロール１０によれば、弾性体層１４を形成するシリコーンゴム組成
物の架橋触媒がマイクロカプセル型触媒であることから、低温成形を短時間で行うことが
でき、製品端部の膨れが抑えられる。また、硬化前の材料の貯蔵安定性にも優れる。そし
て、シリコーンゴム組成物において、マイクロカプセル型触媒とともに特定のＢＥＴ比表
面積のシリカを用いることで、シリコーンゴム組成物におけるマイクロカプセル型触媒の
分散性が向上し、製品硬度のばらつきが抑えられる。また、硬化前の材料の流動性にも優
れる。これは、ＢＥＴ比表面積の大きいシリカとマイクロカプセル型触媒の相互作用が大
きく、相溶性の低いオルガノポリシロキサン中でもＢＥＴ比表面積の大きいシリカを介し
てマイクロカプセル型触媒が高分散されるためと推察される。
【００５４】
　本発明に係る導電性ロールは、図１に示すように、軸体１２と１層の弾性体層１４のみ
で構成されていてもよいし、１層の弾性体層１４以外の他の層をさらに有する構成であっ
てもよい。他の層としては、表層や中間層などが挙げられる。表層は、導電性ロールの表
面に現れる層であり、導電性ロールの表面保護、表面特性の付与などの目的で設けられる
。中間層は、軸体１２と１層の弾性体層１４との間や１層の弾性体層１４と表層の間など
に１層以上設けられる。中間層は、密着性の向上、成分の他への拡散防止などの目的で設
けられる。他の層として表層を設けない場合には、弾性体層１４の表面を改質する表面改
質処理を施すことにより、表層を設ける場合と同様の機能を付与してもよい。
【実施例】
【００５５】
　以下、実施例および比較例を用いて本発明を詳細に説明する。
【００５６】
　使用した材料は以下の通りである。
・オルガノポリシロキサン（シリコーンゴム）：Ｇｅｌｅｓｔ社製「ＤＭＳ－Ｖ３１」
・架橋剤：ヒドロシリル架橋剤（Ｇｅｌｅｓｔ社製「ＨＭＳ－５０１」）
・マイクロカプセル型触媒：下記の合成品
・シリカ＜１＞：日本アエロジル社製「ＡＥＲＯＳＩＬ　２００」を、ヘキサメチルジシ
ラザンにて表面処理
・シリカ＜２＞：日本アエロジル社製「ＡＥＲＯＳＩＬ　９０」を、ヘキサメチルジシラ
ザンにて表面処理
・シリカ＜３＞：日本アエロジル社製「ＡＥＲＯＳＩＬ　３００」を、ヘキサメチルジシ
ラザンにて表面処理
・シリカ＜４＞：日本アエロジル社製「ＡＥＲＯＳＩＬ　２００」を、ジメチルジクロロ
シラザンにて表面処理
・シリカ＜５＞：日本アエロジル社製「ＡＥＲＯＳＩＬ　２００」
・シリカ＜６＞：日本アエロジル社製「ＡＥＲＯＳＩＬ　２００」を、シリコーンオイル
にて表面処理
・シリカ＜７＞：日本アエロジル社製「ＡＥＲＯＳＩＬ　５０」を、ヘキサメチルジシラ
ザンにて表面処理
・シリカ＜８＞：日本アエロジル社「ＡＥＲＯＳＩＬ　３８０」を、ヘキサメチルジシラ
ザンにて表面処理
・添加剤：導電剤（デンカ社製「デンカブラックＨＳ－１００」）
【００５７】
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〔マイクロカプセル型触媒の作製〕
　白金触媒の２０質量％キシレン溶液、カプセル化に用いる各被覆樹脂、アセトンを０．
６：５：９５の比率（質量比）で混合し、この溶液を７０℃、窒素雰囲気下のスプレード
ライヤー槽内へ噴霧し、被覆樹脂および白金触媒を含有する微粒子を得た。これにより、
所定の平均粒子径のマイクロカプセル型触媒を作製した。マイクロカプセル型触媒の平均
粒子径は、レーザー顕微鏡により測定した。
【００５８】
白金触媒：塩化白金（ＩＶ）酸、株式会社フルヤ金属社製
被覆樹脂：
＜１＞不飽和ポリエステル樹脂：ユニチカ製「ＵＥ－３３５０」（Ｔｇ＝５２℃、ＳＰ値
１０．７）
＜２＞エポキシ樹脂：三菱化学製「ｊＥＲ１００１」（Ｔｇ＝５２℃、ＳＰ値１０．９）
＜３＞ポリビニルブチラール（ＰＶＢ）：クラレ製「Ｍｏｗｉｔａｌ　Ｂ３０ＨＨ」（Ｔ
ｇ＝５９℃、ＳＰ値９．５）
＜４＞アクリル樹脂：根上工業製「ハイパールＴ－８２５２」（Ｔｇ＝８１℃、ＳＰ値９
．８）
＜５＞ポリスチレン樹脂：ヤスハラケミカル製「ＹＳレジンＳＸ１００」（Ｔｇ＝６０℃
、ＳＰ値８．６）
＜６＞シリコーン樹脂：タナック製「ＹＲ３３７０」（Ｔｇ＝７７℃、ＳＰ値７．５）
【００５９】
　マイクロカプセル型触媒の被覆樹脂の溶解度パラメータ（ＳＰ値）、ガラス転移温度（
Ｔｇ）は、以下の方法にて測定した。
【００６０】
（溶解度パラメータ（ＳＰ値））
　Ｓｍａｌｌの計算法により分子構造からＳＰ値を推算した。
計算式：δ＝ρΣＦｉ／Ｍ（δ：相溶性パラメータ、ρ：樹脂比重、Ｍ：樹脂構造単位の
分子量、Ｆｉ：モル吸引力定数）
【００６１】
（ガラス転移温度（Ｔｇ））
　ＤＳＣ測定（示査走査熱量測定）によって樹脂のガラス転移点を示す吸熱ピークの温度
を確認した。ＤＳＣ測定は、窒素ガス雰囲気下、昇温速度２０℃／分で測定した。
【００６２】
＜シリコーンゴム組成物の調製＞
（実施例１～１７、比較例２、４－６）
　オルガノポリシロキサン１００質量部、マイクロカプセル型触媒０．４２質量部、導電
剤１０質量部、所定量のシリカを配合後、プラネタリーミキサーにて３０分混合し、次い
で、架橋剤３．０質量部を配合後、さらに３０分混合し、減圧脱泡して、液状の付加硬化
型シリコーンゴム組成物を調製した。
【００６３】
＜弾性体層の作製＞
　軸体となる芯金（直径６ｍｍ、ＳＵＳ３０４製）をセットした金型内に、シリコーンゴ
ム組成物を充填した後、表に記載の所定の条件（温度、時間）で加熱架橋を行った。その
後、脱型し、所定の寸法にゴム端部をカットし、軸体の外周面に沿って導電性シリコーン
ゴムよりなるロール状の弾性体層（厚み３ｍｍ）を形成した。以上により、導電性ロール
を作製した。
【００６４】
（比較例１）
　シリコーンゴム組成物の調製において、マイクロカプセル型触媒に代えて非マイクロカ
プセル型触媒（塩化白金酸、株式会社フルヤ金属社製の２０質量％キシレン溶液）を用い
た以外は実施例１と同様にして、導電性ロールを作製した。
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（比較例３）
　シリコーンゴム組成物の調製において、所定のシリカを配合しなかった以外は実施例１
と同様にして、導電性ロールを作製した。
【００６６】
　用いたシリカのＢＥＴ比表面積の値および一次粒子径はカタログ値である。シリカの二
次粒子径は、弾性体層中のシリカの二次粒子径であり、測定値である。
【００６７】
（シリカの二次粒子径）
　透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用い、弾性体層の断面を３箇所測定し、その平均値をシ
リカの二次粒子径とした。
【００６８】
　調製したシリコーンゴム組成物について、貯蔵安定性、材料流動性、硬化性を評価した
。また、作製した導電性ロールについて、硬度ばらつき、製品端部の膨れを評価した。
【００６９】
（貯蔵安定性）
　調製したシリコーンゴム組成物を分散状態に差が無くなるまで混ぜ、常温放置し、手で
触って硬化したか否かで判断した。１週間以上硬化しなかった場合を特に良好「◎」、３
日以上硬化しなかった場合を良好「○」、１日以上硬化しなかった場合を可「△」、すぐ
に硬化した場合を不良「×」とした。
【００７０】
（硬度ばらつき）
　弾性体層の軸方向の端部から軸方向１０ｍｍの位置で、周方向に４５°ピッチで８点、
ＡｃｋｅｒＣ硬度計により表面硬度を測定し、硬度のばらつきを求めた。平均値から±０
．５以内であった場合を特に良好「◎」、±１．０以内であった場合を良好「○」、±１
．５未満であった場合を可「△」、±１．５以上であった場合を不良「×」とした。
【００７１】
（材料流動性）
　調製したシリコーンゴム組成物について、ＴＡインスツルメント・ジャパン製「ＡＲ５
００レオメータ」にて、２ｃｍ２°コーン／ギャップ距離５０μｍ／平衡フローモードで
測定し、Ｓｈｅａｒ　ｒａｔｅ　１０（１／ｓ）の読み取り値とした。１０００Ｐａ・ｓ
未満であった場合を特に良好「◎」、１０００Ｐａ・ｓ以上２０００Ｐａ・ｓ未満であっ
た場合を良好「○」、２０００Ｐａ・ｓ以上３０００Ｐａ・ｓ未満であった場合を可「△
」、３０００Ｐａ・ｓ以上であった場合を不良「×」とした。
【００７２】
（硬化時間）
　弾性体層の作製において、シリコーンゴム組成物の硬化時間が２０秒以内であった場合
を特に良好「◎」、２０秒超３０秒以内であった場合を良好「○」、３０秒超１００秒以
内であった場合を可「△」、１００秒超であった場合を不良「×」とした。
【００７３】
（製品端部の膨れ）
　弾性体層の軸方向の端部から軸方向に０．５ｍｍの位置と１０ｍｍの位置の外径差が１
０ｍｍの位置における厚みの何％であるかにより評価した。４．０％以下であった場合を
特に良好「◎」、４．０％超５．５％以下であった場合を良好「○」、５．５％超６．０
％以下であった場合を可「△」、６．０％超であった場合を不良「×」とした。
【００７４】
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【表１】

【００７５】
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【表２】

【００７６】
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【表３】

【００７７】
　比較例１は、架橋触媒がマイクロカプセル型触媒ではない。このため、短時間低温成形
ができず、製品端部の膨れが抑えられない。比較例２は、マイクロカプセル型触媒の被覆
樹脂がシリコーン樹脂である。このため、貯蔵安定性が悪く、各種評価ができなかった。
比較例３は、シリコーンゴム組成物にシリカを配合していない。このため、マイクロカプ
セル型触媒の分散性が悪く、硬度ばらつきが大きい。比較例４は、シリカのＢＥＴ比表面
積が小さすぎる。このため、シリカとマイクロカプセル型触媒の相互作用が小さいと推測
され、マイクロカプセル型触媒の分散性が悪く、硬度ばらつきが大きい。比較例５は、シ
リカのＢＥＴ比表面積が大きすぎる。このため、材料流動性が悪い。比較例６は、弾性体
層におけるシリカの二次粒子径が大きすぎる。このため、シリカおよびマイクロカプセル
型触媒の分散性が悪く、硬度ばらつきが大きい。
【００７８】
　一方、実施例は、弾性体層を形成するシリコーンゴム組成物が、（ａ）オルガノポリシ
ロキサン、（ｂ）架橋剤、（ｃ）シリコーン樹脂以外の樹脂で架橋触媒を内包する樹脂微
粒子からなるマイクロカプセル型触媒、（ｄ）ＢＥＴ比表面積７０～３５０ｍ２／ｇのシ
リカを含有し、弾性体層における（ｄ）の二次粒子径が１００～５００ｎｍの範囲内であ
ることから、製品端部の膨れおよび製品硬度のばらつきが抑えられるとともに、硬化前の
材料の流動性と貯蔵安定性に優れる。
【００７９】
　以上、本発明の実施形態・実施例について説明したが、本発明は上記実施形態・実施例
に何ら限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲内で種々の改変が可能で
ある。
【符号の説明】
【００８０】
１０　導電性ロール
１２　軸体
１４　弾性体層
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